
(調査) ≡生活水準の国際比較

序

本調査は,筆者らがこれまで個別的に消費支出や貯蓄

率の国際比較に関しておこなってきた分析を受けつぎ,

これを今後の研究の中で総合して,将来「生活水準の国

i際比較」として集大成してゆくための,いわば現段階に

おける1つの試論である。したがって本調査で「生活水

準の国際比較」そのものを包括的に取り上げようとする

ものではない。生活水準の国際比較の問題が,理論的に

も統計技術的にも厄介な問題を内包していること,およ

び資料的にきわめて制約が大きいことG.ま,この種研究を

取扱った人たちのびとしく指摘するところであるO筆者

らももちろんこの困難を回避することはできないが,こ

れについては事後における資料整備の進展をまって,経

常的に実証研究を堀下げてゆくはかない。

今や生活水準の向上は,いずれの国を問わず1匡ほ藍済

政策の基本的課題と見なされるが,わが国の場合におい

ても「先進国への遺」が志向されているとき,何よりも

まず日本の生活水準が国際的に見てどのような位置にあ

るのかを計数的に把握すること,および先進国と後進国

とを共に包括する生活水準指標での此較において,レベ

ノレの差なり,パラメ-タ-の値の相違が何を意味するの

かを,理論的にも実態的にも究明しておく必要がある。

本調査の第1部は,費目別消費支出関数の国際比較に

あてられ,溝口敏行が担当したO　この部分は,第1部注

の参考文献に見るように,溝口がこれまで消費と貯蓄の

国際比較について進めて来た一連の作業に結びつくもの

であり,本稿では費目別消費支出関数よりえられる各費

目の弾力性を,時系列弾力性,横断面弾力性,国家間弾

力性の3つの側面で捉え,それら各側面の値を相互に此

較することによって,その異同のよってくる理由を追求

すると共に,わが国エンゲノレ関数の特性を明らかにしよ

うとするものであるO第2部は托見康一が担当した。溝

口の分析結果の解釈をおこなうにさいし,弾力性の差,

ないしは消費パターン一般の差を説明する要因として,

fj:お追加され,解明されるべきものとして社会保障制度

や住宅支出パタ-ンの差が指摘されている。

消費関数や貯蓄関数を規定する説明要因に,このよう

.な制度的要因や,生活構造の差が導入されねば十分でな

いことはいうまでもない。したがって第2部は,このよ

うな制度的,実態的な諸要因を説明する基礎的作業とし

て,まず「社会保障費の国際此較」に注目し,それによ

って見出されるファイト・ファインディングと第1部の

分析との関連を考えて,第1部の分析を補充しようと考

えるものである。

I　費目別消費支出関数の国際比較

lI]分析のためのデータ1)

筆者はさきに,国民所得勘定資料や家計調査データを

使用して個人消費関数の国際比較を試みてきた2)。本論

の目的は,更に分析をすすめて総消費支出と費目別支出

の関連(以下「ェンゲル関数」と名付ける)を明らかにし

ようとすることにある。このような目的に使用される関

数式としては,概念的に次の3種のものが考えられる。

すなわち, (1各国別の「時系列エンゲル関数」,　2

所得階層間,職業間等に計測される各国別「横断面エン

ゲル関数」 (3)共通の貨幣単位で換算された各国の1

人当り支出の組合せを1コの標本とみなし,多数国間の

値を用いて計測される関数-仮りに「国家間エンゲノレ

関数」と名付ける-の3着がこれにあたる。このよう

な3種の関数の定義そのものは特に新らしいものではな

いoただ,主として資料的制約のた糾こ従来かならずL

も包括的な研究はすすめられていなかった。幸いにして,

近年資料的条件もかなり改善されてきたので,これらの

情報を駆使しながら分析をすすめたいと思う。

使用される第1種のデ-タは,国連によってまとめら

1)本論の計算にあたっては,一橋大学経済研究所

の電子計算機Buroiユ　hsEIOlが使用された。これら

の計算の準備整理に御協力下さった統計係の方々に感

謝の意を衷する。

2)拙稿「勤労者世帯貯蓄率の国際比較」, 『経済研

究』,第17巻,第2号, 「職業別貯蓄率の国際此較」,
『一橋論叢』,第56巻,第1号, 「個人貯蓄関数の国際

此較」 『森田健三先生還歴記念論文集』, (未刊)。
3) United Nations, Yearbook of National Acco-
unts Statistics, 1964,
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第1表　時系列弾力性(国民所得デ-タ)

国　　　　　　名
家賃・地
代・水道
料

1.ア　メリ　カ(60-62)

2.カ　ナ　　ダ(50-62)
オーストラリア

( 50-62)

スウェーデン(50-62)

べ　ノレ　ギ　-(50-62)

連　合　王　国(B0-62)

3.

4.スウェーデン(50-62)

5.ベ　ノレ　ギ　-(50-62

6.連　合　王　国(B0-62)

7.ノレクセンブルグ
(52-61)

8.デンマーク(64-62)

9.フ　ラ　ン　ス(50-62)

10.ノルウェー(50-62)

ll.西ド　イ　ツ(53-62

12.イスラエル(53-62)

13.プエルナ7)コ(50-62)

14.オ　ラ　ン　ダ(50-62)

15.アイルランド(53-62)

16.オ-ス>Vア(50-62)

17.イ　タ1) -(50-62

18.パ　ナ　マ(B0-62)

タ(64-62)

シ　ャ(63-62)　276

21,ジャマイカ(60-61)

22.ス　ペ　イ　ン(55-62)

23.日　　　　本(53-62)

24.マ　ラ　ヤ(57-62)

25.ホンジュラス(50-62)

26.エク　ア

27.ガ　　-

28.セ　イ

29.台
30.タ

31.韓

ドル(50-62)

ナ(65-62)

ロ　ン(50-62)

湾(52-62)

イ(67-62)

国(63-62)

:: :;;損:;;;
1. 8507

1. 2265

1. 1155

2. 9606

-0. 4863

*

0. 7029

牲: 1)　印は原データの分獄の都合上推定出来ないもの, *R回帰係数の安定度からみて信煎出来ないもの0

2)日本の資料は旧推計を便凧但し( )は家計調査よりの推計で補充。

れた国民所得統計である3)。この統計の一部には個人消

費支出の費目別構成の時系列化を示す表が含まれている

が,このような情報はすべての国について得られるわけ

ではないO第2群のデ-タは各国でおこなわれている家

計調査である。この種のデータは横断面エンゲノレ関数の

分析に不可欠なものではあるが,調査方法が各国別にま

ちまちであるので,その此校には充分の配慮がおこなわ

れる必要がある。本論では, I.L.0.の整理4)を参考とし

つつ各国の原資料を調査しながら分析をすすめているが,

調査のカバレッジの相違等の効果より生じる問題をさけ

ることは出来ない。以上の2種の基本デ-タ吟味のはか

に,貨幣単位の換算の問題も当然存在する。貿易レート

による米ドノレ換算に問題があることを指摘することは極

めて容易であるが,換算率の作成には大規模な作業が不

4) International Labour Office, Bulletin on

Family Budget Surveys, 1950-1960, Geneva, 1961

参照。

Vol. 17 No. 4

可欠である。ここでは第1次接近として,各国の佃を消

費者物価指数5)で1960年値に換算し, 1960年の貿易換

算率で米ドルに換算した。このような近似が分析上どの

ような効果をもつかについては,将来の研究にまちたい。

[II]時系列および横断面エンゲル関数の比較

最初に,各国別の時系列エンゲル関数を計測してみよ

う。エンゲル関数として,どのような具体的算式をとる

かについては,従来とかく議論の多いところである。本

論では,最も簡単なェンゲル関数

et/(PtN) -a十hE/{PN) +c(Pt/P)　( 1 )

を理論式として採用することにしたO　ここに　　　Eは

各費目への支出,総消費支出を示し, Pi, pはi費目の

物価指数,総消費者物価指数, Nは人口を示しているo

Lかしこのような単純な算式すら,すべての国について

5)データの制約を考慮して, I.L. 0., Year Book

of Labour Statisticsに示された消費者物価指数を利
用。
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計測をおこなうことは困難であった。というのは,本論

での費目分類は国連分巣を若干まとめたものであるけれ

ども,その各々に対応するPiが見出せない国が少なく

なかった。そこで,試算的な試みとして

eil{PN) -ai+bi{EI{PN) }　　　( 2 )

をモデルとして採用することにした。このようなモデル

を,原則として1950-1962の12ヶ年のデータから計測

してみるとかなり興味ある結果が得られる。 αの値は食

料費等について各国とも一様に正値を示しているし,塞

具・什器類の定数項が有意な負債をとる点において共通

性を有している。この種の傾向をより明確な形で表現す

るには,平均値における弾力性の形で示しておくほうが

理解しやすい。第1表は,これらの計測結果を使用して,

HT-l x IEHPN)の平均値]÷fo/CPAOの平均値]
3

の公式より平均値における弾力性を計算したものである。

同表をみると,各費目別の時系列弾力性は国家間におい

て極めて類似している。例えば食料・飲料・タバコや被

服費の示す債はほとんどの国で1以下の債を示している

し家具・什器・家設備,姓費に含まれる詔費目の弾力性

は1より大である。しかしながら,数値的にみるとかな

りのちらぼりが見出され,各弾力性が各国間において

"極めて類似している"ということは出来ないoただこ

れらのチラバリの中には, 1人当り消費支出とある程度

の相関が見出されるものが存在する.例えば,食料・飲

料・タバコの時系列弾力性は所得の上昇と共に増大して

いる傾向があり,同様の事実は(かなりの乱れはあるけ

れども)被服費について見出すことが出来る。これと明

瞭に逆の動きを示すのが保健・衛生費であって,それを

一部として含む雑費についても類似した動きがみられる.

このような現象は,同一国内の統計でも所得の上昇にと

もなって,わずかながらではあるが一般に見出される。

例えば食料費への限界的な支出増が全支出増にしめる此

重は所得の時系列的な上昇と共に低下するであろうから,

所得弾力性もまた下落するであろう。類似した現象は,

所得階層別の時系列分析においても見出すことが出来

る6).第1表の結果は,顕似した傾向が国際比較におい

てもみられるという意味で注目されてよい.次に,家具

・什器・家設備の弾力性はやや特殊な動きを示している。

すなわち,低所得国より高所得国にすすむにつれてこの

弾力性は増大する傾向があるが, 500-800ドル程度で飽

和点に達し,それ後は逆に減少する傾向がある。この現

6)拙著『消費関数の統計的分析』岩波, 1964,

§3.2参照O
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象は,低所得国においては家具・什器の購入がいちぢる

しく負担であるた糾こ購入商品が比較的低価椿のものに

限定される結果むしろ低弾力性をもつことによるO　しか

るに,所得が若干増加すると高級品への需要が増大して

高弾力性値をとるようになるO　しかるに,この分類に属

する商品はいずれも耐久性をもつから,ストック量の増

大は一般的な需要を低下せしめる効果をもつことになる。

高所得国における需要弾力性の再低下はこのようなスト

ックの影響と解すべきであろう。以上のような仮説の下

で交通・通信費の動きをみると,アメリカよりはじまり

700-900ドル国を山頂とし日本に至る1つの山と,それ

以降再び弾力性が増加するという1つの坂を見出すこと

が出来る。前者は交通・通信費に含まれている自動車購

入費に家具什器と同様の作用が加わったものと解釈出来

るし,後者は通常の交通・通信費が食料費等と同様の性

格を有しているた糾こ発生した現象とみなすことが出来

よう。光熱費と家賃・地代・水道料についてはほとんど

傾向を見出すことが出来ないが,これらは自然的な条件

や制度的要因に大きく依存しがちであるためであろうO

等式(3)に対応する数字は,家計調査データを使用し

て算出することが出来る7)。すなわち,各国別にほぼ同

一の母集団を対象としたと考えられる2時点k, lの家

計調査が得られた場合,

ワtTf-
{ei(fc) -eォ(?) }!{EQc) -E(l) }

{E(lc) +E(l) }/{ei(k) +ei(l) }
(4)

は,総消費支出{E(k)+E(l)}/2における時系列弾力性

の近似値とみなすことが出来る。なおE(t),et(t)は各々

t時点における総消費支出, i費目への支出を示す。第

2表にはこのようにして算出された計算結果が示されて

いるが8),ほぼ第1表に対応するような傾向がみられる。

第2表の結果には若干の異常な債が見出されるけれども,

これは同表の値が2時点値のみより算出された結果であ

ることと,各時点の値に標本誤差が含まれていることに

由来しているのかもしれないので,第2表の結果の使用

に際しては精度について充分な留保が必要である。

7)各国の家計調査にはカバレッジの相違があるか

ら厳蟹な比較は出来ない。特に職業問に行動差のある

貯蓄関数のような場合・には慎重な配慮が必要である.

ただ,エンゲル関数の場合には,それほど大きな職業

差等が存在しないように思われるので,第2表のよう

な比較がおこなわれた。

8)第1表と第2表の概念には若干の相違があって

厳密な比較はおこなえない。その最も大きな相違はほ

とんどの家計調査の家賃部分に,自己所有家屋の評価

が含まれていないことである。このた妙,第2表には

家賃・水道料の項目は示されていないO
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第2表　時系列弾力性(家計調査)

Vol. 17 No. i

第3表　横　断　面　弾　力　性

雑　費　内　わ　け

甘篭11妄~p可嘉這可盲~「這
1.ア　メリ　カ　　し60-61　　1,743

2.ア　メ　t)カ　(60)

3.カ　　ナ　ダ　(59)

4.ス　　イ　　ス　(63)

5.スウェ-デン　(68)

6.ベ　ル　ギ　ー　(61)

7.オーストリア　(59)

8.テ　リ　　ー　(56-67)

9.連合王　国　(S3)

10.フィンランド　(65)

霊71.
21.芸芸芸

ll.フ　ラ　ン　ス　(66)

12.パ　ナ　マ　(57

13.イ　タリ　ー　(53-54)

14.南ア(欧人)　(60-61)

15.イ　　ラ　ク　　(64

16.ノノレクェ-　(59)

17.日　　　　本　(63)

18.プェルトリコ　(63)

19.マ　ラ　ヤ　(57-58)

20.英領ギアナ　(65-56)

21.日　　　　本　(63)

22.台　　　　湾　(63-54)

23.イ　　ン　ド　(55-56)

24.フイリッピン　(57)

25.韓　　　　国　(61)

26.セ　イ　ロ　ン　(53)
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注:第1表の注参照。

横断面エンゲル関数の計測には,各国の家計調査デ-　　りの標本数の調査である必要がある。このようなデータ

タが使用される。このような目的に使用し得るデータと　　は予想外に少ないだけでなく標本数がかなり大きな調査

しては所矧培層別または消費支出階層別のデ-タが必要　においても階層別デ-タが発表されていないものも少な

であるが,この種の分類に安定した結果を得るにはかな　　くない。本論では原デ-タまでさかのぼってデータの使
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用可能なものを選択し,それらの中から各国別に1コづ

つのデ-タについて計測をおこなうことにした9)(但し

アメリカ,日本については2時点の調査が示されてい

る)。横断面エンゲル関数としては,

log(ei/N) -ai+bi log(E/N)　　　( 5 )

の算式を想定し,標本数加重の最小2乗法でa, bを推

定した。この場合bは平均弾力性とみなし得るから,第

1, 2表に対応する表を作成することが出来る。第3表の

結果をみると,各費目の弾力性の相違に見られる傾向は,

第1, 2表の場合ほどには明瞭でない。このような現象

は,Houthatker"による1950年初期までのデータの分

析からも見出されたところである.しかし,大胆な仮説

としては第3表よりある程度の傾向は見出せそうである。

第3表の最終列には,この種の傾向を示す意味で所得順

に5ヶ国づつをプ-ルし弾力性値の単純算術平均が示さ

れている。この結果をみると食料費の弾力性が低所得国

ほど高いことはほぼ確実にいえそうであるし,被服費に

ついても若干類似した傾向がある.その反対の相違を示

す費目は雑費,保健・衛生費であり,以上の傾向は時系

列の傾向と一致している。交通費の動きは11)時系列弾

力性では低い弾力性を保持していた高所得国でも高い弾

力性値をとっている点を除けばほぼ時系列の傾向に一致

している。横断面弾力性と時系列弾力性の傾向がまった

く逆になっているという意味で注目されるのが家具・什

器への支出である。この1つの解釈としては新製品の効

果を考慮することであろう。すなわち,家具・什器-の

支出は,支出対象が同一であれば低所得国民にとってよ

り負担となり,その弾力性は低所得国ほど大となるはず

である。横断面弾力性はまさにこの傾向を示したもので

あろう。しかし,時系列変化をみる場合には,所得の上

昇にともなって偶人対象となる製品の範囲は拡大されて

いく。この拡大は通常デモンストレーション効果をとも

ないながらおこなわれるのが普通であり,中位の所得を

もつ国々において見出される傾向がある。以上の点を考

9)　2ヶ以上使用可能なデータが得られた国につい
ては,標本数の最も多いものを利用し,標本数にほと

んど差のないものについては出来るだけ新らしいデー
タが利用された。

10) Houthakker, H. S., "An international com-

parison of hoiユseliold expenditure patterns, com-

memorating the centenary of Engel's low," Econ0-
metdica, Vol. 25, No 4, 1957.

11)横断面弾力性の計測で用いられた交通費には,

時系列の分析で用いられた交通・通信費の一部しかカ

バ-していないから厳稗な比較は出来ないo
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慮すれば,中位の所得をもつ国における時系列弾力性が

低所得国のものより大となることは充分考えられる.樵

断面弾力性で光熱費について何らの傾向が見出せないの

は時系列の場合と同様である。

[Ill]国家間エンゲル関数の計測

各国の計測値を1つの標本とし,その間に何らかの法

則を見出そうとする試みは従来からある程度すすめられ

てきていた12)。この間題をより厳密な形でとりあつかい,

長期時系列弾力性と対比したものにKuznetsの研究13)

がある。本節の目的は,これらの結果を参考としつつ,

他の2種のエンゲノレ関数と此較が可能なように分析をす

すめることにしたい。

国家間エンゲル関数のモデルとしては,

ei)N-ai+bl (E/N) +ci (E/N) 2

十di∂i+e*∂1+fi∂a+gi∂　　　　( 6 )

が想定された　　E,Nはすでに定義された値と同様で

あり　　　Eは1960年のU.S.鋸こ換算されているもの

とするo　また(6)式に(EINYが導入されたのは,国家

間エンゲル関数では説明変数の分布範囲が大であり,級

型近似のみでは危険である点を考慮したものである。次

に, ∂,・0-1, 2, 3, 4)紘,消費行動の地域差が存在する

かどうかを確かめるた糾こ導入された擬変数であって,

第4表のように定義される。本論では各費目別の回帰式

について,

第4表　擬変数の定義

属する国の例

ア　フ　リ　カ　塑

ア　ジ　ア　塑

後退ヨーロッパ≡型

先避ヨ-ロツパ塑

日　　　本　　型

アフリカ

アジア・中近東

中南米,イスラエル,ポ
ルトガル,スペイン

ヨーロッパ,アメリカ,
カナダ

日　　本

0　　0　1　0

0　　0　　0　1

0　　0　　0　　0

di-ei-fi-gi-0　　　　　　　7

の仮説検定をおこない,大多数の費目について有意差が

見出されない場合には, (7)の仮説の下で計測された結

果を利用することにする。

ところで,国家間のエンゲノレ関数の計測に利用出来る

デ-タとしては,国民所得データと家計調査データがあ

12)例えば,伊大知良太郎・溝口敏行「わが国の消
費成長と国際的位置」, 『経済研究』第11巻,第2・号,

1960の5.の後半でおこなわれている伊大知教授の研
究。

13) Kiユznets, S., " Quantitative aspect of the

economic growth of nations," Economic Development

and Cultural Change, 1962.
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る。前者については,大部分の国について10年以上の

データが得られるわけであるから,各年次に対応する国

家間エンゲル関数が計測出来るはずである。しかし本節

では第1表の結果との比較も考慮して,第1表作成に使

用したデータの平均値を分析に利用することにした(以

下国家間エンゲル関数Aと呼ぶ)。家計調査については,

標本数を考慮して1950年以降のデ-タをプールして計

算をすすめることにした。ただ,各国のウェイトをなる

べく公平にするた捌こ,第3表に対応する全項目をカバ

ーしている調査を各国から1ヶづつ(わが国のみは2ヶ)

選択して計測をおこなうことにした(国家間エンゲル関

数Bと名付ける).

このように選択範囲を限定するとどうしても比重が先

進国にかたむく傾向があるので,主要5費目については

第5表　消費行動地域差の検定(国家間エンゲル関数)

A B C

自　　　由　　　度　　　(4. 30)o　　(4. 36)　　(4. 81)

食料・飲料

家賃・地代・水道料

光　熱　芳ヒ

家具・什君# *家設備

被　服　肇ヒ

厳封小計

医療・保位珪

教丑・娯楽

交　　　通

タ　ノヾ　コ

共他;鮭se

d
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M班:1) * :5%有意　**1%有意。

2) a)通信を含む。 1⊃)食料費へo
c)雑封朔別の自由度は(3, 26)
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標本数を増大しておこなうことにした14,(国家間エンゲ

ル関数C)0

まずこれらのデータを用いて(7)の仮説を検定してみ

よう。この仮説の検定には,仮説(7)が成立する場合の

残差分散をVi, (7)が成立しない時のそれVo,を標本

数をnとすれば,

F^Vl-Vo)/4]÷LVo (n-7)]　　(8 )

が自由度(4,n-7)のF分布をすることが利用出来る。

第5表は, 3種の国家間エンゲル関数についての検定結

果が示されているが,極めて例外的な費目を除けば仮説

(7)は棄却されない。かくて,以下の分析では全費目に

仮説(7)を′仮定して分析をすすめることにする。

次に国家間エンゲル係数を計測してみると第6表が得

られる。同表に示された重粕関係数をみると,標本数に

比して極めて高い値をとっていることと,デ-タや標本

数のいちぢるしい相違にもかかわらず,モデルA, B, C

の3者に示された回帰係数がかなり類似していることが

注目される。この事実は,国家間エンゲル関数がかなり

の精度をもって(6)式によって近似し得ることを暗示し

ている。ところで,モデノレ(6)式の特長の1つは,エン

ゲル関数の弾力性が1人当り総消費水準のレベルと共に

変化する性格をもっていることであるOすなわち,簡単

な計算より明らかなように,弓単力性7iIは

14)標本の拡大にあたっては,出来るだけ多くの国

をカバーするように努めると共に, 2時点以上につい

て調査がおこなわれている国については2ヶの標本を

選択した(わ、が国については3ヶの標本が使用されて
いる).

第6哀　国家間-ンゲノレ関数の計測値

汰: 1)灘武内わけについては標準誤差を省略。 2)窟5表の注2参照。

2) B.Cの家賃・地代・水道料は参考系列である(本論注7参照)O
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第7表　国家間エンゲル関数の500米ドノレ
における弾力性

A B

食料・飲料

家賃・地代・水道料

光　熱　費

家具・什器・家設備

被　服　費

裾K'J、計

保健・衛生費

交　通　費

教養娯楽費

其仙雑費

注: Cについての結果は, Bとほぼ同一であるので省略した。

食料・飲料(タバコ)

家賃・地代・水道料

光　熱　焚

家具・什器

被　服　封

媒　　　染

医療・保他・衛生

交通・ (通信)

教育・教湧き娯楽

共他姓焚
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第1図　国家間エンゲル関数の弾力性の変化の例

牲:第6表の国家間エンゲル関数Aよに作成(1:食料乱2;家質・
地代・水道料, 3:雑費小計).

第8表　3種の弾力性の此較

間衣国列系時

サ　　　　d　　¥　　¥d¥　　¥　　B

注:本表の記号は,本文を参限。

riiI- [_bi (E/N) +2ci (E/Nyコ

/lai+hiEm +ciiE/Nyi　　( 9 )
となり,第1図に2, 3例示されたような変化を示す。

ただ参考までに, 500米ドノレ15)における値をA, B,につ

いて計算してみると第7表が得られ, Kuznets16の結論

と極めて類似した帰結が示される。ただ本論では次節で

論をすすめて. (9)式で定義されるような変化する弾力

性値と前節より導かれる弾力性との比較をもおこなうこ

とにしたい。

[VI] 3種の弾力性の比較

前節までの結果,時系列弾力性,横断面弾力性,国家

間弾力性の3種のものが計算されてきた。これらの相互

間の関連を検討するのが本節の課題である。最初に時系

15)モデノレAの計測に用いられた値のほぼ中央値。

16)注13)の文献参照。なお, Kuznetsの計算の結

論は次の通りである。国際間エンゲル関数より導かれ

た弾力性は次の性質をもつ。 1)食料,その他雑費の弾

力性は1より小である, 2)家具・耐久消費財,交通・

通信費修養娯楽費への支出弾力性は極めて高い, 3)其

他の費巨=まほぼ1に近い弾力性をもつ　Kuznetsは更

に,この結果と7ヶ国の長期系列の動きを比較し, 2

着が数値的には一致しないことを主張している。

間衣国両断樵Ⅱ

d　蝣　　¥d¥　1　R n　¥　　d ld¥　¥　B

0. 2258

-0. 6632

-0. 0619

-0. 3418

-0. 0388

1. 6834

-0. 4637

-0. 3032

0. 0310

列エンゲル関数と国家間エンゲル関数Aを此校してみよ

う。第6表より明らかなように,国家間エンゲル関数A

は,各時系列エンゲル関数の平均値にきわめて良好に適

合している。ここで興味ある問題は時系列エンゲル関数

の変化方向と国家間エンゲノレ関数』のそれとを比較して

みることであろう。この目的のために,国の時系列エン

ゲル関数の平均値における弾力性Ajと, j国の1人当り

総支出に対応する国家間エンゲル関数の弾力性Bjとを

対比してみることにする17)この此校のための1指標と

して,

d- (.yn) S{ (.Aj-Bj) /Bj}　　　(10)

】<* - (!/n)∑{ ¥Aj-Bj¥/Bj}　　　(ll)

を計算してみよう。ここでnは此較に用いられる国数を

示すO第8表(I)欄をみると,まず偏差の方向を示すd

は食料・飲料,被服の2費目で決定的に負債をとり他の

費目では正値を示している。この現象は,優等財的費目

17)第1園に例示されたように,国際間エンゲル関

数より導かれる弾力性曲線は, 1人当り総消費支出が

正の領域で不連続点をもつ場合がある。このような場

合については,不連続点以下の比較はおこなわないこ
とにする。
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と劣等財的費目の問に明らかなコントラストが見出され

るという意味で注目される。この現象を説明するための

第1要因としては,国家間エンゲル関数の計測にあたっ

て単一の米ドル換算此率を利用したことをあげることが

出来ようO例えば,食料・飲料・(タバコ)費に含まれる

諸品目の価稗は後進国ほど割り安となる傾向が予想され

るから,もし費目別の実効購買力で計測された場合には

国家間弾力性はより小となりAjとBjの差は接近する

であろう。正の値をとっている諸費目の場合には逆の作

用がはたらき, dの費目別差はある種度接近することが

予想される。デモンストレ-ション効果もまた2弾力性

の相違を説明する要因となり得る。すなわち,国家間に

存在する所得差は消費パタ-ンの明瞭な差をともなう場

合が多い。これに反して,時系列的な所得の上昇は除々

に消費パタ-ンを変化させていくけれども,その変化は

所得の上昇よりも若干のおくれをもっているであろう.

この結果,時系列弾力性は国家間弾力性に此較して高級

品でより,小であり劣等財においてより大であることが

予想され, dの一部は説明出来よう。

次に. wを観察してみよう。この値は,一方の弾力

・性から他の弾力性を予想する意味で興味ある値であるけ

れども,食料・飲料を除けばかなり大きな平均偏差をも

っている。ただ,国家間弾力憶と時系列弾力性とかなら

ずLも一致しない場合でも2着の問にどの程度の関連が

あるかは興味のあるところである。そこで, AjとBjの

オ目関係数の絶対値Bをみると,家賃・地代・水道料,光

熱費,其他雑費についてほとんど相関が見出せないほか

は,ある程度の相関が見出される。しかし,食料・飲料

・家具・什器・家設備を除けば大きな説明力を有してい

るとはいいがたい。同様の検言寸は,国家間エンゲノレ関数

Bと横断面エンゲル関数の比較についても可能である。

第8表の(Ⅱ)欄は,横断面弾力性をAj,国家間弾力性を

Bjとして(I)欄と同様の計算をおこなったものである

がほぼ第(I)欄と類似した帰路が得られる。ただ, Bの

値が(I)欄より若干低くなっている点は注目されてよい。

最後に,横断面エンゲル関数と時系列エンゲル関数の

此較をおこなってみよう。この問題については,従来か

ら各国のデータを用いた研究があるが18)ここでは多数

国を網羅しているという意味で過去の研究に若干の情報

を追加しようとするものである19)

第8表の(班)欄には(10), (ll)式で時系列弾力性をAj,

18)この種の研究の展望については,溝口敏行・浜
田宗雌『経済時系列分析』勤草書房, (近刊),第8章

の付録参照。

研　　　究 Vol. 17 No.

横断面弾力Bjとした場合の計算がおこなわれているo

この作業にあたっては,平均値における時系列弾力性と

第3表に示された横断面弾力性を国別に比較することに

した。ところで第6表の結果をみると　　蝣¥, Kの面では

伯の2種の比較と大差は存在しないO　しかし, dの値に

ついてはやや新らしい情報が含まれている。従来の分析

で考えられていた仮説は,食料費等の必需品においては

時系列弾力性が横断面弾力性よりも小であり,耐久消費

財等においては逆であろうとすることであった。この主

張は,主としてアメリカの経験を根拠としたものであり,

その説明には国家間エンゲル関数と他の2関数との此校

の場合と同様に,横断面エンゲル関数のほうがより長期

的な弾力怪を有すると考えられてきた。本節の分析にお

いても,アメリカに関してはこの主張と一致する帰結が

得られた。例えば食料封の横断面弾力性は0.6616である

のに対して時系列のそれは-0.1312であり,従来の諾

分析20)と一致している。しかし全般的にみると,第6表

の結果は従来の主張と比較して逆の傾向が見出されてい

る。この相違を説明する第1の要因はモデノレ　3 , (4

の単純さに見出されるかもしれない。すなわち,一般に

食料費等の生産物価格は他の工業製品より上昇傾向がは

げしいと考えられるので. (3)式の被説明変数のデフレ

-タ-PのかわりにPiを使用したとすれば,食料費の

時系列弾力性はより小となり家具・什器・家設備等の時

系列弾力怪は大となるであろう。この結果dの値は若干

0に近ずくかもしれない。しかし,この原理によっては

雑費詔項目21)の差異は説明することは出来ない。一方横

断面弾力性の測定に用いられた(4)式も,純粋な所得効

果を示すものとしては過当ではない。しかしながら,他

の要因を追加IL,て,所得効果をより明確にした場合, a

が0に近ずくという保証はない。このような意味から,

本論の結論は従来からの論点に留保が必要であることを

提出したにとどめ,詳細な吟味は将来にゆずりたい。

19)ここでの比較は弾力性の比較のみに限定され,

消費レベルの此較はおこなわれていない。それは, 2
種のデ-タに概念的な相違があるためである。

20)例えば, Crokett, J., "Demand relationship

for food," in Consumption and Saving, Vol. 1, Uni-

versity of Pennsylvania, 1960は,このような弾力性
の粕達の解明を言式みるために,アメリカの家計調査を

詳細に分析している。

21)家計調査の医療・保健・楯生費には,医療費の

実物支給(例えば健保等による医療支払)をどのように
とりあつかうかについて,各国でことなっている。一

方,時系列統計においてはこの部分は含まれているか

ら,第8表の同数字は参考の城を出ないO
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[V]わが国のエンゲル関数の特色

以上の一般的な国際比較にたって,わが国家計の消費

行動に関するいくつかの特色を見出してみよう。この種

の吉武みは,わが国の将来の消費行動を予測するうえで1

つの重要な作業といえよう。

最初に,わが国の現状における消費構成を国家間エン

ゲル関数より導かれる理論値と現実のデータから求めら

れるものと対比してみることであろうO　この程のチェッ

クとしては,国家間エンゲル関数Aとわが国の国民所得

データの数字を対比してみることである。ただこの作業

にあたって,わが国の国民所得デ-タが5大費目分類と

いう特殊な形をとっているので,本論の比較もこの画で

大きく制約されるばかりでなく,最近の国民所得の大改

訂によって消費構成自体にもかなりの補正が必要である

ことが明らかとなった。このような理由から,本論では

国民所得デ-タによる比較は一応将来にゆずって,国家

間エンゲル関数βをわが国の家計調査と対比することに

する。第9表の数字は,国家間エンゲル関数Bの説明変

第9表　国家間エンゲル関数とわが国消費構造の比較

数にわが国のデ-タから計算された1人当り総消費支出

値を代入して得られる理論値!o)Aと現実の値Eiとの此

EilDiを示したものである。これらの結果のうち特に注

目される点は次の通りである(1わが国の食料・飲料

の支出は1953年では国際水準より大であったが,近年

ではその関係は逆転しているv (2)家具・什器への支出

は現在においてもかなり小である, (3)被服費,保健・

衛生費・教養・娯楽費-の支出は一文して国際水準より

大である, (4)交通費-の支出は国際水準よりみて小で

ある(5)其他雑費-の近年における支出は国際水準よ

りかなり大である。この原因は主として教育費への支出

が大であることに由来しているものと思われる.これら

の諸傾向を一括すると,わが国の消費構造は交通費の画

を除けばドル換算された消費水準よりかなり先進型をと

っていることが明らかである。この原因がドル換算法に

よるのか,国際的デモンストレーションによるのか,エ
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ンゲル関数の説明変数として所得の代りに消費支出にし・

たためであるかは明らかでないが,かなり明確な特色を

有している点はみのがせない。

次に,わが国の時系列弾力性の特色を第1表より検討

してみよう。比較的明らかなのは,食料・飲料・タバコ

の弾力性が総消費支出水準に比してかなり低いというこ

とである。この事実から,第9表の結果とともにわが国

の食料消費水準が国際比較上低いという結果が導かれる.,

第2に家具・什器・家設備の弾力性は, (間接推計では

あるが)他国に比してかなり高い値を示している。これ

は計測期間が耐久消費財ブームの時期に入っていたため

かもしれない。雑費小計自体の値は他国と比較して特に

いちぢるしい特色はないけれども,医療・保健・衛生費,

交通・通信費の時系列弾力性はかなり低い。前者は家計

調査よりの時系列弾力性を代用したバイアスであるの

か22)実態的に特殊な事情が存在しているのか,かなら

ずLも明らかでない。交通・通信費の弾力性が低いのは,

自動車購入のスタ-トが所得水準のわりにおくれたこと

に依存していると考えられる。以上の諸費目ほどには明

らかではないが,被服費の弾力性が他国に此してやや大

であるのが注目される。この帰結は,第9表の被服費が

理論値より一貫して大であることとともに今後の検討に

値しよう。

次に横断面弾力性について第3表を用いて比較してみ

ると,時系列弾力性の場合とかなり類似した結論が得ら

れる。すなわち, (1)食料費の弾力性がかなり低いこと,.

(2)家具・什器の弾力性が大であること(1963年債),

(3)被服費の弾力性がやや大であること, (4)保健・街-

第10表　わが国消費行動の特性

巨肖兜水準I時系列弓相中矧面弾力性
食料・飲料
家賃・地代・水道料

光　　　熱
家具・什器

被　服　費

雑兜小計

医療!・保健・衛生

交　　　通

教養娯楽
其　　　他

大
　
　
　
　
　
大

小

?

中

小

大

や

大

小

大

年

や

　

　

や

小

?

　

や

大

や

中

小

小

や

?

小
　
　
犬

小
　
　
　
大
　
　
小
　
　
大

小

?

　

や

大

大

や

小

や

中

や

や

　

　

　

　

や

　

　

や

　

　

や

注: 1)消費水準の判定は第9表による。
2) ?はデータ的に判定不能。

22)国家間エンゲル関数が2次式をとっているので

Diの合計値と説明変数に用いた値との問にわずかな

がら差がある。第9表の数字は,説明変数に用いた値ー

をDiの構成比で此例配分したものを使用した.
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生費の弾力性が小であること　(5)交通費の弾力性が

小であることの点ではほぼ時系列弾力性における特色と

一致しているo　しかもこのような特色が1953年債より

も1963年値により明瞭に表われているO　このような特

色が近い将来解消して国際的な消費パタ-ンに近ずくか,

またその逆にわが国独白の消費パターンを維持するかは

今後の研究において充分注目されなければならない。た

だ,食料費の支出塾におけるわが国独自の傾向は,消費

支出の中で食料費のしめる地位より考えて極めて重視さ

れなければならない。この意味では,近年の家計調査で

エンゲル係数の上昇が見られたという事実は充分注目さ

れてよかろう。

[IV]結語

以上の分析は,費目別消費支出分析の国際比較のため

の極めて準備的な作業である。分析に使用された各種の

モデルは,現在エンゲル関数分析のレベルからみればあ

まりにも単純なものであるし,貨幣換算の方法も便宜的

な手法を用いている。このような点をより厳密に修正し

ていけば本文の結論も若干変化するかもしれないし,そ

の帰結の説得力も増大するであろう。更に,本文におい

て,弾力性の国家間の差等を説明するにあたって,米ド

ル換算の1人当り消費支出レベルの相違を使用してきた。

例えば,社会保障制度の効果が最も明確に現われる家賃

塊代や,医療への支出を除外した消費支出を基準として

考えてみることも出来るかもしれないし,ストックを表

わす諸変数を説明要因として追加することも考えられよ

う。このような意味では本論の分析は非常に不完全なも

のであり,将来の研究のための原材料を提供したにとど

まるといえるかもしれない。このような制約にもかかわ

らず,本論ですらある程度の結論が得られたということ

は,今後この種の分析をすすめるうえでの1つのヒント

を与えているともいえよう25)。

[溝口　敏行]

23)わが国の家計調査に含まれる「保健・衛生費」

には,健保等の保健機関による医療費支払が含まれて

いない。第1表の対象時期は健保が充実した期間であ

るから,時系列弾力性は低下する傾向がある。

24) 1953年債と1963年値の保健・衛生費の弾力性

には大きな差がある。この事実は,注24)で論じられ

たノ仮説を裏付けているといえるかもしれない0

25)本来ならば使用データ表を付すべきであるが,

データ数100が近くを数えるため限られた紙数でとり

あげることは不可能であるので省略する。
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